
金融ADRの実務
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（２）手続実施基本契約 

（ア）内容及び締結 

指定紛争解決機関は、手続実施基本契約の内容や締結に関する事項等に関する 業務規程

を定めなければなりません（金商法第 156 条の 44 第 1項）。手続実施基本契約は、紛争解決

等業務の実施に関し指定紛争解決機関と事業者との間で締結される契約であり（金商法第

156 条の 38 第 13 項）、契約には以下の事項を定めることとされており（業務規程第 5 条の

3）、契約に定めのない事項は業務規程に従います。 

・ 法令、業務規程の遵守 

・ 苦情処理手続・あっせん手続の開始に関する事項 

・ 苦情処理手続・あっせん手続に応じる義務 

・ 資料等提出義務及び答弁書提出義務 

・ 和解案の提示 

・ 特別調停案の提示 

・ 顧客への苦情処理手続・あっせん手続の周知 

・ 訴訟に関する報告 

・ 義務の履行状況の調査及び履行の勧告 

手続実施基本契約の申込みは、細則別表 2 の 2 の手続実施基本契約申込書を提出して行

います。 

 

（イ）義務の不履行 

金商法は、手続実施基本契約により事業者が負担する義務の不履行が生じた場合、事業者

の意見を聴き、正当な理由がないと認めるときは、遅滞なく、事業者の商号等を公表し、内

閣総理大臣に報告することを規定しています（第 156 条の 45）。 

業務規程は、具体的な手続を以下のように定めています（第 52 条第１項ないし第６項）。 

イ 苦情解決において、センターが事業者に手続実施基本契約の不遵守又は不履行（以下 

「不遵守等」という。）が認められると判断した場合、必要な場合は事業者から事情を聴

取したうえで、運営審議委員会にその内容を報告します。委員会が事業者に正当な理由が

ないと判断したときは、センターは事業者の商号等と不遵守等の事実を公表し、事業者に 

対して改善措置を求めます。 

ロ 紛争解決の場合、あっせん委員は、事業者に手続実施基本契約の不遵守等が認められる 

 と判断した場合には、運営審議委員会に報告します。委員会が事業者から事情を聴取した 

 うえで、正当な理由がないと判断したときは、センターが商号等と不遵守等の事実を公表 

し、事業者に対して改善措置を求めます。 

ハ これらの場合において、事業者又はその役職員が業務規程に反する行為を行った事実 

 をセンターが知ったときは、金融庁に届け出ます。 

ニ 事業者に改善が見られない場合、利用登録を行った第二種金融商品取引業者（特定事 

 業者）にあっては利用登録を取り消し、自主規制機関の構成員（協定事業者）にあっては 
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